
別紙様式集 

 

 

別紙様式１「景表法等改正等法附則第３条第１項に係る実務経験証明書」 

（経過措置府令第２条第２項関係） 
別紙様式２「指定講習会修了証」（経過措置府令第３条第３項関係） 

別紙様式３「指定講習会受講証明書」 

（経過措置府令第３条第３項に係る指定講習実施機関に関するガイ

ドライン５（３）関係） 

別紙様式４「消費生活相談員資格試験 受験申込書」（規則第８条の４第１項関係） 

別紙様式５「在籍証明書」（規則第８条の４第２項関係） 

別紙様式６「採用予定書」（規則第８条の４第２項関係） 

別紙様式７「消費者安全法施行規則第８条の８第１項に係る実務経験証明書」 

（規則第８条の４第２項関係） 
別紙様式８「消費生活相談員資格試験合格証」（規則第８条の６関係） 

別紙様式９「消費生活相談員資格試験合格証再交付申請書」（規則第８条の７関係） 

別紙様式 10「登録試験機関 登録申請書」（規則第８条の 17関係） 

別紙様式 11「登録試験機関 登録更新申請書」（規則第８条の 18関係） 

別紙様式 12「試験結果報告書」（規則第８条の 20関係） 

別紙様式 13「登録試験機関 登録事項変更届」（規則第８条の 21関係） 

別紙様式 14「登録試験機関 試験業務規程認可申請書」（規則第８条の 22 第１項関係） 

別紙様式 15「登録試験機関 試験業務規程変更認可申請書」 

（規則第８条の 22第２項関係） 

別紙様式 16「登録試験機関 試験業務の休止（廃止）許可申請書」 

（規則第８条の 24関係） 

別紙様式 17「登録試験機関 試験委員選任届」（規則第８条の 26第１項関係） 

別紙様式 18「登録試験機関 試験委員変更届」（規則第８条の 26第２項関係） 



別紙様式１（経過措置府令第２条第２項関係） 

 
 
        殿 

 
機関名          
職 名          
氏 名          

電話番号          
年   月   日 

 

景表法等改正等法附則第３条第１項に係る 

実務経験証明書 

 
 貴殿は、次の期間において、次の事務に従事していたことを証明します。 
 

１ 期 間     年  月  日から 

          年  月  日まで 

 

２ 従事していた事務（イ～ホから一つ選択） 

 イ 地方公共団体における消費生活相談の事務 

 ロ 消費者団体における事業者に対する消費者からの苦情に係る相談の 

事務 

 ハ 事業者における当該事業者に対する消費者からの苦情に係る相談の 

事務 

 ニ 国の行政機関又は独立行政法人（独立行政法人通則法第２条第１項 

に規定する独立行政法人をいう。）における事業者に対する消費者から 

の苦情に係る相談の事務 

 ホ その他の事務 

 

３ 従事していた事務の具体的内容 

 

４ その他特記すべき事項 

 



備考  応募時等に本証明書を使用する場合は、本様式による証明に併せて、下

記の証明書類をそろえることにより、法附則第３条第１項に基づき「消費

生活相談員資格試験に合格した者」とみなされることとなる。 
【法附則第３条第１項】 
①「景表法等改正等法附則第３条第１項に係る実務経験証明書」（本様式） 
②「指定講習会修了証」（別紙様式２） 
③ ３資格のいずれかを有していることの証（合格証の写し等） 



別紙様式２（経過措置府令第３条第３項関係） 

 
 
        号 
 
 

指定講習会修了証 
 
 

氏  名          
生年月日     

 
 
貴殿は、不当景品類及び不当表示防止法等の一部を改正する等の法律（平成

26年法律第 71号）附則第３条第２項に規定する内閣総理大臣の指定する機関

が実施する講習会において、所定の課程を修了したことを証明します。 
 
 
     年   月   日 

 
 

指定講習会実施機関             
 
 
備考 応募時等に本証明書を使用する場合は、本様式による証明に併せて、下記

の証明書類をそろえることにより、法附則第３条第１項又は同条第２項に

基づき「消費生活相談員資格試験に合格した者」とみなされることとなる。 
【法附則第３条第１項】 
①「景表法等改正等法附則第３条第１項に係る実務経験証明書」（別紙様式１） 
②「指定講習会修了証」（本様式） 
③ ３資格のいずれかを有していることの証（合格証の写し等） 
【法附則第３条第２項】 
①「指定講習会修了証」（本様式） 
② ３資格のいずれかを有していることの証（合格証の写し等） 



別紙様式３（経過措置府令第３条第３項に係る指定講習実施機関に関するガイ

ドライン５（３）関係） 

 
 
        号 
 
 

指定講習会受講証明書 
 
 

氏  名          
生年月日     

 
 
貴殿は、不当景品類及び不当表示防止法等の一部を改正する等の法律（平成

26年法律第 71号）附則第３条第２項の規定により内閣総理大臣の指定する機

関が実施する講習会において、「        」の科目を受講したことを

証明します。 
 
 
     年   月   日 

 
 

指定講習会実施機関             
 
 

 



別紙様式４（規則第８条の４第１項関係） 
 
 ※整理番号  

消費生活相談員資格試験 受験申込書 

※受験番号 

 

 
 
 
（ 写 真 ） 

 
 
 

１ 試験を実施する 
登録試験機関 

 

２ 受験希望地 
 

（ふりがな） 
３ 氏  名 

 

４ 性  別 □ 男   □ 女 

５ 生年月日 年   月   日（   歳） 

 
（ふりがな） 

６ 現 住 所 
 

 
都道 
府県 

電話番号    （   ）     
７ 登録試験機関が消費生活相談の実務に関する科目について一部の免除を

実施する場合における試験の免除の申請（注１） 
□ 有 （ □ 第８条の８第１項の規定に基づく場合 ） 

（ □ 第８条の８第２項の規定に基づく場合 ） 
□ 無 

年   月   日 
登録試験機関 殿 



上記のとおり、申込みを行います。 
氏名            

注１ 有の場合は、「第８条の８第１項の規定に基づく場合」か「第８条の８第

２項の規定に基づく場合」のいずれかにチェックを入れること。 
また、当該試験の免除を申請する者は、消費者安全法施行規則第８条の８

の規定に該当する者であることを証する書類を添えること。 
【第８条の８第１項の規定に基づく場合（現職の消費生活相談員又は一定

の実務経験を有する者を対象とする免除措置）】 

以下のいずれかに該当する者。 

ア．受験申込書を提出する際現に地方公共団体における消費生活相談の事

務に従事している者 

イ．受験申込書を提出する際現に、地方公共団体の消費生活相談員として

任用されることが既に決定されている者 

ウ．受験申込書を提出した日から遡って５年間において、地方公共団体に

おける消費生活相談の事務に通算して１年以上従事していた者 

【第８条の８第２項の規定に基づく場合（現行３資格保有者を対象とする

免除措置）】 

３資格保有者について、景表法等改正等法附則第３条第２項に規定する内

閣総理大臣の指定する者が実施する講習会の課程を修了した者。 
注２ 当該登録試験機関の試験業務規程に定めるところによる手数料を当該登

録試験機関に納付すること。 
備考 ※印欄には記載しないこと。 



別紙様式５（規則第８条の４第２項関係） 

 
 
        殿 

 
機関名          
職 名          
氏 名          

電話番号          
年   月   日 

 

在 籍 証 明 書 

 
 下記の者は、現に消費生活相談員として、実務に就いていることを証明しま

す。 
 
氏 名             
実務経験は以下のとおり 

機関名 在籍期間 雇用形態 
（記入例） 

○○市○○センター 
（記入例） 

〇〇年〇月〇日～ 

〇〇年○月○日現在 

（記入例） 

常勤・非常勤 

その他(   ) 
 
 
 

 
 
 

常勤・非常勤 

その他(   ) 

 
注１ 本証明書の提出に当たっては、当該相談員が所属する組織の長の証明

が必要です。 

注２ 「既に地方公共団体の消費生活相談員として任用されることが決まっ

ている者」及び「出産、育児、介護等のために休暇を取得している者」に

ついても、実務に就いていることとみなし証明してください。なお、その

場合は、「その他」に当該事由を御記載ください。 
注３ 雇用形態の欄は、常勤・非常勤・その他（   ）のいずれかを選択し

○等を記してください。 
注４ 当該様式にて証明が行われた場合、原則として１か月以内に受験申込



用紙一式と共に提出してください。 
注５ 記載事項を訂正する場合は、必ず証明権限を有する者の職印で訂正し

てください。修正液等で訂正したものは証明書として無効となります。 
 



別紙様式６（規則第８条の４第２項関係） 

 
 
        殿 

 
機関名          
職 名          
氏 名          

電話番号          
 
年   月   日 

 

採 用 予 定 書 

 
 下記の者は、現時点において、消費生活相談員として採用する予定であるこ

とを証明します。 
 
氏 名             
採用予定内容は以下のとおり 

機関名 採用予定年月 雇用形態 
（記入例） 

○○市○○センター 
（記入例） 
○○年 

○○月○○日より 

（記入例） 

常勤・非常勤 

その他(   ) 
 
 
 

 
 
 

常勤・非常勤 

その他(   ) 

 
注１ 本証明書の提出に当たっては、当該採用予定者が所属する組織の長の

証明が必要です。 

注２ 雇用形態の欄は、常勤・非常勤・その他（   ）のいずれかを選択し

○等を記してください。 
注３ 当該様式にて証明が行われた場合、原則として１か月以内に受験申込

用紙一式と共に提出してください。 
注４ 記載事項を訂正する場合は、必ず証明権限を有する者の職印で訂正し

てください。修正液等で訂正したものは証明書として無効となります。  



別紙様式７（規則第８条の４第２項関係） 

 
 
        殿 

 
機関名          
職 名          
氏 名          

電話番号          
年   月   日 

 

消費者安全法施行規則第８条の８第１項に係る 

実務経験証明書 

 
 下記の者は、現に消費生活相談員として、直近５年間において、下記の期間

実務に就いていたことを証明します。 
 
氏 名             
実務経験は以下のとおり 

機関名 期間 雇用形態 勤務形態 
（記入例） 

○○市○○セン

ター 

（記入例） 

〇〇年〇月〇日

～〇〇年○月○

日現在 

（記入例） 

常勤・非常勤 

その他(   ) 

（記入例） 

週４日勤務 

 
 
 

 
 
 

常勤・非常勤 

その他(   ) 

 
 
 

 
注１ 本証明書の提出に当たっては、当該相談員が所属する組織の長の証明

が必要です。 

注２ 出産、育児、介護等のために休暇を取得した期間についても、実務に就

いていたこととみなし証明してください。なお、その場合は、「その他」

に当該事由を御記載ください。 
注３ 雇用形態の欄は、常勤・非常勤・その他（   ）のいずれかを選択し



○等を記してください。 
注４ 直近５年間の中で、通算して１年以上となっているかを御確認くださ

い。 
２箇所以上から証明をもらう場合は、当該証明をもらう勤務期間が、合

算して１年以上となっているかをご確認ください。 

例． 

（１箇所から証明をもらう場合） 

・期間：2017年４月１日～2018年３月 31日 

⇒通算して１年以上○ 

・期間：2017年４月１日～2018年２月 28日 

⇒通算して１年以上× 

（２箇所から証明をもらう場合） 

・期間：2016年４月１日～2016年 10月 31日 

・期間：2017年３月１日～2017年７月 31日 

⇒合計で、通算して１年以上○ 

・期間：2016年４月１日～2016年 10月 31日 

・期間：2017年３月１日～2017年６月 30日 

⇒合計で、通算して１年以上× 

注５ 当該様式にて証明が行われた場合、原則として１か月以内に受験申込

用紙一式と共に提出してください。 
注６ 記載事項を訂正する場合は、必ず証明権限を有する者の職印で訂正し

てください。修正液等で訂正したものは証明書として無効となります。 
 



別紙様式８（規則第８条の６関係） 
 
 
        号 
 
 

消費生活相談員資格試験合格証 
 
 

氏  名          
生年月日     

 

 

消費者安全法第 10条の３第１項に規定する登録試験機関である当機関が実

施する第 回消費生活相談員資格試験に合格したことを証する。 
 
 
     年   月   日 

 
 

（登録試験機関） 
代 表              

 
 

 



別紙様式９（規則第８条の７関係） 

 
 整理番号

（注） 
 

消費生活相談員資格試験合格証再交付申請書 

 

年  月  日 

 登録試験機関 殿 

 

氏 名           

 

 消費者安全法施行規則第８条の７第１項の規定に基づき消費生活相談員資

格試験合格証の再交付を申請します。 
試験を実施した 
登録試験機関 

 

（ふりがな） 
氏  名 

 

生年月日 
 

 
現 住 所 

 

 
都道 
府県 
電話番号    （   ） 

合格証の交付年月日 

及び番号 
 

再交付を受けようと

する理由 
 

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。 
備考 合格証を汚し、又は損じた者が申請する場合には、汚し、又は損じた合格

証を添えること。 



別紙様式 10（規則第８条の 17関係） 

 

 整理番号 

（注１） 

 

登録試験機関 登録申請書 

年  月  日 

 消費者庁長官 殿 

 

名 称            

代表者            

 

 消費者安全法第 11条の９の規定に基づき、次のとおり登録を申請します。 

名 称 
 

代表者の氏名 
 

事業所 

（注２） 

名称 
 

所在地 

郵便番号（     ） 

 

       都道 

       府県 

 

電話番号   （   ）  

業務の内容（注３）  

注１ 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。 
注２ 「事業所」 事業所の名称及び所在地については、業務を行う事業所の名

称及び所在地を記載すること。業務を行う事業所が複数ある場合には、全て

記載すること。 
注３ 「業務の内容」 業務の内容の概要を記載するとともに「（詳細について

は別紙のとおり）」と記載し、業務の内容を詳細に記載した別紙を添えるこ

と。 
備考１ この申請書には、消費者安全法施行規則第８条の 17各号に規定する書

類を、それらの書類の一覧表と共に添えること。 

備考２ 裏面に登録免許税納付書又は領収証書を貼り付けること。 



（裏） 

登録免許税納付書・領収証書貼付け欄 



別紙様式 11（規則第８条の 18関係） 

 

 整理番号 

（注１） 

 

登録試験機関 登録更新申請書 

年  月  日 

 消費者庁長官 殿 

 

名 称            

代表者            

 

 消費者安全法第 11条の 12第２項において準用する同法第 11条の９の規定

により、次のとおり登録の更新を申請します。 

名 称 
 

代表者の氏名 
 

登録番号及び 

登録年月日 

 

事業所 

（注２） 

名称 
 

所在地 

郵便番号（     ） 

 

       都道 

       府県 

 

電話番号   （   ）  

業務の内容（注３）  

注１ 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。 
注２ 「事業所」 事業所の名称及び所在地については、業務を行う事業所の名

称及び所在地を記載すること。業務を行う事業所が複数ある場合には、全て

記載すること。 
注３ 「業務の内容」 業務の内容の概要を記載するとともに「（詳細について

は別紙のとおり）」と記載し、業務の内容を詳細に記載した別紙を添えるこ

と。 



備考  この申請書には、消費者安全法施行規則第８条の 17各号に規定する書

類を、それらの書類の一覧表と共に添えること。 

 
 



別紙様式 12（規則第８条の 20関係） 

 
 整理番号

（注） 
 

試験結果報告書 

 

年  月  日 

 消費者庁長官 殿 

 

名 称            

代表者            

 

 消費者安全法施行規則第８条の 20の規定に基づき、次のとおり報告しま

す。 

実施年月日 
 

申込者数 
 

受験者数 
 

合格者数  

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。 
備考１ この報告書には、合格者の氏名、生年月日及び住所を記載した合格者の

一覧表を添えること。 



別紙様式 13（規則第８条の 21関係） 

 
 整理番号

（注） 
 

登録試験機関 登録事項変更届 

 

年  月  日 

 消費者庁長官 殿 

 

名 称            

代表者            

 

 消費者安全法第 11条の 14の規定に基づき、次のとおり登録事項の変更を

届け出ます。 
変更しようとする 
事項 

 

変更しようとする 
年月日 

 

変更の理由 
 

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。 
 



別紙様式 14（規則第８条の 22第１項関係） 

 
 整理番号

（注） 
 

登録試験機関 試験業務規程認可申請書 

 

年  月  日 

 消費者庁長官 殿 

 

名 称            

代表者            

 

 消費者安全法第 11条の 15第１項前段の規定に基づき、次のとおり認可を

申請します。 

業務開始予定年月日 
 

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。 
備考１ この申請書には、試験業務規程を添えること。 



別紙様式 15（規則第８条の 22第２項関係） 

 
 整理番号

（注） 
 

登録試験機関 試験業務規程変更認可申請書 

 

年  月  日 

 消費者庁長官 殿 

 

名 称            

代表者            

 

 消費者安全法第 11条の 15第１項後段の規定に基づき、次のとおり認可を

申請します。 
変更しようとする 
事項 

 

変更しようとする 
年月日 

 

変更の理由 
 

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。 
備考１ この申請書には、試験業務規程（変更に係る部分に限る。）を添えるこ

と。 



別紙様式 16（規則第８条の 24関係） 

 
 整理番号

（注１） 
 

登録試験機関 試験業務の休止（廃止）許可申請書 

 

年  月  日 

 消費者庁長官 殿 

 

名 称            

代表者            

 

 消費者安全法第 11条の 16に規定する許可を次のとおり申請します。 
休止（廃止）しよう

とする業務の範囲 
 

休止（廃止）しよう

とする年月日 
 

休止しようとする 
期間 

 

休止（廃止）しよう

とする理由 
 

注１ 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。 
注２ 本申請書の提出に当たっては、休止又は廃止を○で選択する等により、申

請事由が分かるように提出すること。 
 



別紙様式 17（規則第８条の 26第１項関係） 

 
 整理番号

（注） 
 

登録試験機関 試験委員選任届 

 

年  月  日 

 消費者庁長官 殿 

 

名 称            

代表者            

 

 消費者安全法第 11条の 18第１項前段の規定に基づき、次のとおり届け出

ます。 
選任した試験委員の

氏名 
 

担当する試験の科目 
 

選任した年月日 
 

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。 
備考１ この届出には、試験委員に選任された者が消費者安全法第 11 条の 11

第１項第２号イからニまでのいずれかに該当する者であることを説明し

た書類を添えること。 



別紙様式 18（規則第８条の 26第２項関係） 

 
 整理番号

（注） 
 

登録試験機関 試験委員変更届 

 

年  月  日 

 消費者庁長官 殿 

 

名 称            

代表者            

 

 消費者安全法第 11条の 18第１項後段の規定に基づき、次のとおり届け出

ます。 

氏名 
 

担当する試験の科目 
 

変更の内容 
 

変更した年月日 
 

変更の理由 
 

注 「整理番号」 この欄には、記載しないこと。 
備考１ 消費者安全法第 11 条の 18 第２項の規定に基づく解任又は自己都合等

による辞任についても、当該様式による届出を行うこと。 
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